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株式会社朝日新聞社との業務提携契約締結に関するお知らせ 

 

当社は、2016年 12月 15日開催の取締役会において、株式会社朝日新聞社（本社：大阪市北区中之島二丁

目３-18 代表取締役社長：渡辺 雅隆）と業務提携契約を締結することを決議いたしましたので、お知らせい

たします。 

 

記 

 

１． 業務提携の理由 

当社は、宅配ポータルサイト「出前館」の運営を主たる事業としており、2000年のサービス開始以来、現

在14,200店舗を超える加盟店、856万人を超える会員数を有する日本国内最大規模の飲食デリバリーポータ

ルサイトへと育成してまいりました。 

一方、株式会社朝日新聞社は、朝刊約658万部、夕刊約213万部（2016年上半期、一般社団法人日本ABC

協会調べ）の販売部数を誇る全国紙『朝日新聞』を発行し、日本全国で2,000ヶ所以上、従業員数６万人以

上を擁する新聞販売店「ASA」（朝日新聞販売所）を通じ、新聞の販売を行っております。 

 

今回の提携により、本年８月に開始した「配達代行モデル」によるデリバリーサービスにおいて、株式会

社朝日新聞社と同社の取引先の新聞販売店である「ASA」と協業し、展開のスピードを加速してまいります。

新聞販売店という地域密着モデルを展開する「ASA」の営業基盤ならびに配送ネットワーク、「出前館」が持

つ日本最大級のデリバリーニーズに関するデータベースを掛け合わせ、各地域のニーズに基づいたデリバリ

ーサービスの提供を開始いたします。 

具体的には、既存の自店での足回りによるデリバリー店舗が少ないエリアでの展開により、既存加盟店の

売上を毀損することなく、不足しているジャンルを補完し、その地域全体のデリバリーニーズを充足し、顧

客満足度を高めるモデルを構築してまいります。第１号拠点は、来年３月にオープンを予定しており、その

後、全国に拡大してまいります。 

 

２．業務提携の内容 

「配達代行モデル」によるデリバリーサービスを協業で展開いたします。当社は、エリア展開にあたって

の出前ニーズの多い地域の選定と加盟店開拓を担い、「ASA」は、各加盟店へのデリバリー代行サービスを担

います。また、当社子会社である株式会社デリズは、「ASA」がデリバリー代行サービスを開始するのにあた

り、「ASA」のスタッフに対する初期研修や専用システム等の導入サポート、各加盟店へのデリバリー導入サ
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ポートを行うとともに、継続的なコンサルティングを実施することで、「ASA」のデリバリー代行サービスの

永続的な収益構造の確立をサポートいたします。 

 

３．相手方に新たに取得される株式の数及び発行済株式数に対する割合 

本業務提携締結に伴い、株式会社朝日新聞社は、当社の既存株主より、当社普通株式576,200株（発行済

株式数に対する割合5.2％）を取得予定です。 

 

４．業務提携の相手先の概要 

(１) 名 称 株式会社朝日新聞社 

(２) 所 在 地 大阪市北区中之島二丁目３-18 

(３) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 渡辺 雅隆 

(４) 主 な 事 業 内 容 日刊新聞の発行ほか 

(５) 資 本 金 ６億5,000万円 

(６) 設 立 年 月 1879年（明治12年）１月 

(７) 大株主及び持株比率 朝日新聞社従業員持株会 751,000株（23.5％） 

株式会社テレビ朝日ホールディングス 380,000株（11.9％） 

村山 美知子 352,000株（11.0％）  

上野 聖二 352,000株（11.0％） 

公益財団法人香雪美術館 320,000株（10.0％）等 

(８) 上場会社と当該会社

と の 関 係 

資 本 関 係 記載すべき資本関係はありません。 

人 的 関 係 記載すべき人的関係はありません。 

取 引 関 係 記載すべき取引関係はありません。 

関連当事者への

該 当 状 況 

当社の関連当事者には該当しません。また、当該会

社の関係者及び関係会社は、当社の関連当事者に

は該当しません。 

(９) 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び財政状態 

 2014年３月期 2015年３月期 2016年３月期 

純 資 産 333,749百万円 338,307百万円 316,419百万円 

総 資 産 575,966百万円 594,628百万円 605,226百万円 

１ 株 あ た り 純 資 産 104,894円 76銭 106,341円 24銭 99,171円 13銭 

売 上 高 469,522百万円 436,136百万円 420,069百万円 

営 業 利 益 9,889百万円 7,572百万円 12,088百万円 

経 常 利 益 16,979百万円 13,159百万円 18,805百万円 

親会社株主に帰属する当期純利益 12,848百万円 5,452百万円 3,945百万円 

１株あたり当期純利益 4,160円 91銭 1,765円 97銭 1,277円 79銭 

 

５．日程 

 （１）取 締 役 会 決 議 日  2016年 12月 15日 

 （２）業 務 提 携 契 約 締 結 日  2016年 12月 15日 

（３）業 務 提 携 開 始 日     2016年 12月 15日 

 

６．今後の見通し 

 本件による 2017年８月期における当社連結業績への影響は軽微ですが、中長期的に当社業績の向上に資

するものであります。 

 

 

以 上 


